
1.　はじめに
（1行スペース）

日本では，公益的な活動を行う組織として，公益法人，社会福祉法人，学校法人，特定非営利活動法人（以下，NPO法人）などの非営利法人制度が設けられている．このような非営利法人には，会員や寄付者，理事や職員，サービス利用者，行政，地域社会など，様々な利害関係者（ステークホルダー）が存在する．そして，非営利法人は，その責務が果たされたことをステークホルダーに説明する責任（アカウンタビリティ）を負っており，一定の情報開示（ディスクロージャー）を行うことが法令などによって義務付けられている．

（1行スペース）

2.　NPOが果たすべきアカウンタビリティの概念的整理
2.1.　プリンシパル・エージェント理論

NPOがどのようなアカウンタビリティを果たす必要があるのかについては，プリンシパル・エージェント理論に基づいて様々な説明が行われてきた（Balda 1994, Bogart 1995）．プリンシパル・エージェント理論によれば，NPOの理事（agent）は，会員や寄付者（principle）から付託された財産を，本来目的とする事業のために活用する責任を負う．しかし，エージェントがプリンシパルの意向を無視して受託財産の運用を図る可能性があるため（エージェンシー問題），エージェントはプリンシパルに対して，自らが「受託責任（stewardship）」を果たしたことを説明する必要がある．なぜなら，株主が行う出資とは異なり，寄付者や会員が払い込んだ財産はNPOに帰属することになるため，寄付者や会員はNPOに対して払戻や分配の請求権を持たない．したがって，NPOによって実施された事業が自分の意図に反するとしても，寄付者や会員が理事の責任を追及することは容易ではない（Miller 2002）
．
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図1 愛知県NPO法人の収入格差

出所：NPO法人が提出した事業報告書等より筆者作成
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�	会社に損害が生じる恐れがある場合，株主は取締役の責任を追及する株主代表訴訟を提起することができる．今のところ非営利法人制度では，会員や寄付者に代表訴訟権は認められていないが，内閣官房行政改革推進事務局（2004）によると，会員の権限を強化するために，新しい公益法人制度では社員（会員）に代表訴訟権を与えることを検討するとしている． 
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